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令和5年1月6日 

 

別紙 

 

公募型指名競争入札案件の公表【共通事項】（工事） 

 

 
１．入札参加資格 
（１）大阪市入札参加有資格者名簿または神戸市競争入札参加資格者名簿に登録されており、か

つ当該案件に応じた登録業種に登録されていること。 
 
（２）公募型指名競争入札案件の公表本文（以下「公表本文」という。）に定める入札参加資格

をすべて満たすものであること。 
 
（３）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 
 
（４）当該工事に次に掲げるすべての条件を満たす技術者を配置できること。 

①公表本文に定める技術者を配置できること。 
②建設業法第26条第１項及び第２項に基づく技術者を配置できること。 
③監理技術者においては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であ
ること。 

④入札参加申請時において常勤の自社社員(在籍出向者、派遣社員は認められない。)であ
り、かつ、３か月以上の恒常的な雇用関係を有する者であること。 

⑤当該工事の請負代金額(消費税及び地方消費税を含む。)が4,000万円以上(ただし建築一
式工事は8,000万円以上)の場合は、専任の技術者を配置できることとし、その配置予定
の技術者は、落札決定日現在で、他の工事に技術者として配置していないこと。 

⑥公募型指名競争入札に付す場合にあって、申請日現在で配置予定技術者が特定できない
場合は、複数の候補者で申請しても差し支えないものとする。 
 

（５）入札参加申請時において、当該案件に係る建設業法第28条第３項若しくは同条第５項の規
定による営業停止処分を受けていないこと。 

 
（６）入札執行予定日において、建設業法第27条の23第１項の規定による経営事項審査（以下「経

営事項審査」という。）の審査基準日が１年７か月以上経過していないこと。 
 
（７）入札参加申請時に有効な経営事項審査の最新のものにおいて、当該案件に応じた建設工事

の種類の完成工事高の年平均が「０」でないこと。 
 
（８）入札参加申請時において、当社の指名停止措置を受けていないこと。 
 
（９）入札参加申請時において、国(近畿地方整備局)の工事請負契約に係る指名停止等の措置要

領の停止措置を受けていないこと。 
 
（10）入札参加申請時において、国、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱、若しくは神戸市契

約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に基づく入札等除外措置を受けてい
ないこと。 

 

工事請負 
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（11）当社と係争中の者若しくはそれに準じる者でないこと又は係争等が解決した後２年を経過
しない者でないこと。 

 
（12）国税（法人税又は所得税及び消費税をいう。）の未納の税額がない者。（案件により、納

税証明書の提出を求める場合もある。） 
 
 
２．関係会社の参加制限 

当該入札に参加しようとする者が、次のいずれかの関係に該当する場合、そのうちの１者し
か参加できない。 

 
（１）資本関係 

以下のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第３号及び第４号
の規定による子会社をいう。以下同じ）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規
定する更生会社（以下「更生会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再
生手続が存続中の会社である場合は除く。 
①親会社（会社法第２条第３号及び第４号の規定による親会社をいう。以下同じ）と子会
社の関係にある場合。 

②親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。 
 
（２）人的関係 

以下のいずれかに該当する２者の場合。ただし、①については、会社の一方が更生会社又
は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。 
①一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合。 
②一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２
項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合。 

 
（３）以下のいずれかに該当する２者の場合 

①組合とその組合員。 
②一方の会社の代表者と、他方の会社の代表者が夫婦、親子の関係である場合。 
③一方の会社の代表者と、他方の会社の代表者が血族の兄弟姉妹の関係である場合で、か
つ、本店又は、受任者を設けている場合は、その支店、営業所の所在地が、同一場所で
ある場合。 

④一方の会社の電話、ファクシミリ、メールアドレス等の連絡先が、他方の会社と同一で
ある場合。 

⑤一方の会社の当社入札に関わる営業活動を携わる者が、他方の会社と同一である場合。 
 
（４）その他入札の適正さが阻害されると認められる場合。 
 
 
３.入札参加申請 
（１）入札参加を希望する者は、公表本文に定める書類を提出し、当社の入札参加資格審査を受

けなければならない。 
（２）受付期間  公表本文に定める。 
 
（３）受付場所  公表本文に定める。 
 
（４）申請書類は、公表本文に定める入札参加申請期限までに受付場所に提出しなければならな

い。その場合は、持参若しくは郵送でも可能とする。(郵送の場合は簡易書留等追跡可能
な郵便で受付期間最終日の前日までに必着のこと) 

 
（５）受付後の入札参加申請書の撤回は認めない。 
 
（６）申請書類の作成及び提出にかかる費用は、申請者の負担とする。 
 
（７）提出された入札参加資格審査資料は、申請者に無断で他に使用しない。 
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４．入札参加者の指名等 
（１）指名通知書は公表本文に定める日に交付する。その際、仕様書を入札日まで貸与する。ま

た入札参加資格を認めなかった者については理由を付した通知書を同日に交付する。なお、
電話等による各通知の連絡は行わない。 

 
 
５．入札に参加することができない者 
（１）入札参加申請期限までに参加申請をしなかった者、又は入札参加の指名をされなかった者。 
 
（２）入札参加申請期限から入札執行日時までの間において、当社の指名停止措置を受けている

者。 
 
（３）入札参加申請期限から入札執行日時までの間において、国(近畿地方整備局)の指名停止措

置を受けている者。 
 
（４）入札参加申請期限から入札執行日時までの間において、大阪市の暴力団排除条例及び、神

戸市における暴力団の排除の推進に関する条例に規定する暴力団密接関係者に該当する
と認められる者。 

 
（５）入札参加申請期限から入札執行日時までの間において、経営事項審査の審査基準日が１年

７か月以上経過している者。 
 
（６）入札参加申請期限から入札執行日時までの間において、「入札参加資格」のうち「関係会

社の制限」に該当する事実が判明した者、ただし、該当するものの１者を除く全てが辞退
した場合、残る１者は入札に参加することができる。 
 
 

６．入札予定価格及び指名業者の公表 
（１）入札予定価格の公表はしない。 
 
（２）指名業者の事前公表はしない。 
 
 
７．入札保証金及び契約保証金 
（１）入札保証金  免除 
 
（２）契約保証金  契約金額の１００分の１０以上納付 

ただし、金融機関の保証又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184
号）に基づき登録を受けた保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることが
できる。また、公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約の締結を行った場
合は、契約保証金の納付を免除する。 

 
 
８．入札執行の日時及び場所 
   公表本文に定める。 
 
 
９．入札の無効 
（１）阪神国際港湾株式会社契約事務取扱細則第１５条の各号に該当する入札は無効とする。 
 

(1)  入札書が指定の日時までに提出されなかったとき 

(2)  入札書中、必要な文字を欠き、又は判読できないとき 

(3)  入札書に記名押印がないとき 

(4)  一の入札に対して２通以上の入札書を提出したとき 

(5)  入札保証金を要する場合において、その金額に不足があるとき 
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(6)  代理人による入札の場合において、委任状を提出しないとき 

(7)  入札者及びその代理人が他の入札代理人となり、又は数人共同して入札をしたとき 

(8)  入礼者の資格のない者が入札したとき 

(9)  金額を訂正した入札をしたとき 

(10)   再度の入札の場合において、契約の目的に応じ、前回の入札の最高額以下又は最低額以上の価格で入札

をしたとき 

(11)  前各号に掲げるもののほか、特に指定した事項に違反したとき 

 
 
（２）申請書類に虚偽の記載をした者の入札。 
 
 
10. 再度の入札等 
（１）開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がないと

きは、ただちに再度の入札をする。 
（２）再度の入札を行うときは、前項により入札を無効とされた者及び公正な競争入札の執行を

妨げる行為をしたと認められる者を参加させない。 
（３）再度の入札を行い予定価格の制限に達した価格の入札がない場合において、その入札の最

低額の価格で入札をした者が複数の場合は入札、１者の場合は随意契約協議を行う。 
 
 
11．落札者の決定方法 
（１）予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。な

お、落札者となるべき同価で申込をした者が２者以上となったときは、くじにより落札者
を決定する。この場合、当該入札者がくじを引かない場合は、入札事務に関係のない社員
にくじを引かせて落札者を決定する。 

 
12．その他 
（１）配置予定技術者の変更は原則認めない。ただし、止むを得ない事情（病休、死亡、退職等

真に止むを得ない場合に限る）があると当社が判断した場合のみ変更可能とする。 
 
（２）契約締結後、当該契約の履行期間中に契約者が暴力団、暴力団員又は暴力団密接関係者に

該当する者と下請け契約、資材・原材料の購入契約をしたと認められた場合には、この契
約を解除する。 

 

以上 

 


